
令和６年度 下水道事業 経営比較分析表 

経営比較分析表に用いられる「経営及び施設の状況を表す経営指標」を活用

し、本市における経営指標の経年比較や類似団体との比較を行う。 

 

（１）経常収支比率 

経常収支比率は、当該年度における使用料収入や一般会計からの繰入金等

の収益で、維持管理費や支払利息等の費用をどの程度賄えているかを表す指

標であり、単年度の収支が黒字であることを示す１００％以上となっている

ことが必要である。 

【算出式】 

経常収支比率(％)＝ 
 経常収益 

経常費用
× １００ 

 

経常収支比率は、１００％を

超え収支は黒字であるが、類

似団体平均値を下回ってい

る。平成３年の供用開始から

積極的に進めてきた汚水管の

整備による減価償却費や、近

年の物価高騰などによる費用

の増大で、今後も減少傾向に

ある。 

 

（２）累積欠損金比率 

累積欠損金比率は、営業収益に対する累積欠損金（営業活動により生じた

損失で、前年度からの繰越利益剰余金等でも補てんすることができず、複数

年度にわたって累積した欠損金）の状況を表す指標であり、累積欠損金が発

生していないことを示す０％であることが求められる。 

【算出式】 

累積欠損金比率(％)＝ 
 当年度末処理欠損金 

 営業収益−受託工事収益 
× １００ 

 累積欠損金は発生していない。 

  



（３）流動比率 

流動比率は、短期的な債務に対する支払能力を表す指標であり、１年以内

に支払うべき債務に対して支払うことができる現金などがある状況を示す１

００％以上であることが必要である。 

【算出式】 

流動比率(％)＝ 
 流動資産 

流動負債
× １００ 

 

流動比率は、１００％を下回

っており、１年以内に現金化

できる資産で、１年以内に支

払わなければならない負債を

賄えていない状況である。令

和７年度以降も、企業債償還

金が増えるため、数値が悪化

する見込みである。 

 

（４）企業債残高対事業規模比率（債務残高） 

企業債残高対事業規模比率は、使用料収入に対する企業債残高の割合であ

り、企業債残高の規模を表す指標である。類似団体との比較により、投資規

模は適切か、使用料水準は適切か、必要な更新を先送りしていないかといっ

た分析を行い、経営改善を図っていく必要がある。 

【算出式】 

企業債残髙対
事業規模費率(％)＝ 

 企業債現在髙 −一般会計負担額 

営業収益 −受託工事収益−雨水処理負担金
× １００ 

 

未普及地域における下水道整

備に伴い、今後も企業債発行

が見込まれており、企業債残

高が増加する。投資規模や使

用料が適切であるかの分析を

行い、経営改善を図る。 

 

  



（５）経費回収率 

経費回収率は、使用料で回収すべき経費を下水道使用料でどの程度賄えて

いるかを表す指標であり、使用料で回収すべき経費を全て使用料で賄えてい

る状況を示す１００％以上であることが必要である。 

【算出式】 

経費回収率(％)＝ 
 下水道使用料 

汚水処理費（公費負担分を除く）
× １００ 

 

経費回収率は、１００％を下回

っており、使用料で賄えていな

い状況である。また、類似団体

平均と比べても低い水準であ

る。今後も、物価高騰に伴う資

材価格の高騰、人件費等各種経

費の増加などにより、経費回収

率は低下傾向にある。 

 

 

（６）汚水処理原価 

汚水処理原価は、有収水量１㎥あたりの汚水処理に要した費用であり、汚

水資本費・汚水維持管理費の両方を含めた汚水処理に係るコストを表す指標

である。 

【算出式】 

汚水処理原価(円)＝ 
 汚水処理費（公費負担分を除く） 

年間有収水量
 

 

汚水処理原価は、公営企業会

計を導入した以降、１５０円

程度で推移しているが、今後

は、各種経費など汚水処理費

が増加し、年間有収水量につ

いては大幅な増は見込めない

ことなどから、汚水処理原価

は増加する見込みである。 

  



（７）施設利用率 

施設利用率は、施設・設備が一日に対応可能な処理能力に対する一日平均

処理水量の割合であり、施設の利用状況や適正規模を判断する指標である。 

【算出式】 

施設利用率(％)＝ 
 晴天時一日平均処理水量 

晴天時現在処理能力
× １００ 

 本市は、流域関連公共下水道を採用しており、処理施設を保有していないの

で、当該指標は該当しない。 

 

（８）水洗化率 

水洗化率は、現在処理区域内人口のうち、実際に水洗便所を設置して汚水

処理をしている人口の割合を表す指標であり、公共用水域の水質保全や使用

料収入の増加等の観点から１００％となっていることが望ましい指標であ

る。当該指標の向上を図るため、新たに管渠を整備することが、地理的要因

等により整備に係る費用が増大するため、費用対効果を検証し、将来の見込

みも踏まえた分析が必要である。 

【算出式】 

水洗化率(％)＝ 
 現在水洗便所設置済人口 

現在処理区域内人口
× １００ 

 

本市は普及途上であるため、水

洗化率自体は伸びにくいが、接

続者数は増加している。今後

も、費用対効果を検証しながら

汚水整備を進めるとともに、供

用開始後に未接続世帯に訪問活

動を行い、水洗化率向上に向け

た取組を進めていく。 

 

  



（９）有形固定資産減価償却率 

有形固定資産減価償却率は、有形固定資産のうち償却対象資産の減価償却

がどの程度進んでいるかを表す指標で、資産の老朽化度合いを示している。 

【算出式】 

有形固定資産
減価償却率(％)＝ 

 有形固定資産減価償却累計額 

有形固定資産のうち、償却対象資産の帳簿減価
× １００ 

 

類似団体平均と比

べ低値となってい

るが、地方公営企

業法適用時に資産

を再評価し再取得

した影響によるも

ので、今後も、

年々増加してい

く。 

 

（１０）管渠老朽化率 

管渠老朽化率は、法定耐用年数を超えた管渠延長の割合を表した指標で、

管渠の老朽化度合いを示している。 

【算出式】 

管渠老朽化率(％)＝ 
 法定耐用年数を経過した管渠延長 

下水道布設延長
× １００ 

当該指標は該当しない。今後も香芝市下水道ストックマネジメント計画に基

づき、既設管渠の適切な維持管理と更新を計画的に進めていく。 

 

  



（１１）管渠改善率 

管渠改善率は、当該年度に更新した管渠延長の割合を表した指標で、管渠

の更新ペースや状況を把握することができる。 

【算出式】 

管渠改善率(％)＝ 
 改善(更新・改良・維持)管渠延長 

下水道布設延長
× １００ 

 

管路調査の結果か

ら下水道ストック

マネジメント計画

に基づき、計画的

に既設管渠の更新

を行っている。 

 


